育児休業職員の職場復帰訓練実施要領
　（趣旨）

第１条　この要領は、育児休業中の職員の不安を軽減し、円滑な職場復帰を図るとともに、職場における育児休業への理解を深め、育児休業から復帰する職員を受入れる体制を整えることを目的とした職場復帰訓練を実施することに関し、必要な事項を定めるものとする。
　（対象職員）

第２条　職場復帰訓練の対象となる職員は、地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第２条第１項に該当して育児休業を取得している職員（非常勤職員を除く。以下同じ。）であって次に掲げる要件のすべてを満たすものとする。
（１）職員が職場復帰訓練を希望していること。
（２）市民等の第三者、他の職員、物品等に何らかの危害又は損害が生じるおそれがないこと。
　（実施期間）
第３条　職場復帰訓練の実施期間（以下「実施期間」という。）は、職員と所属長が協議して定める期間とする。
（実施場所）

第４条　職場復帰訓練を実施する場所は、職員が所属する職場とする。
（職場復帰訓練）

第５条　職場復帰訓練を希望する職員は、職場復帰訓練実施申出書（様式第１号）を所属長に提出するものとする。
２　職場復帰訓練の申出が職員からあった場合、職員と所属長で訓練内容について協議をし、内容を決定するものとする。なお、決定した内容については、申出書に記入し、所属長の承認を受けるものとする。ただし、訓練内容の決定にあたっては、業務に支障のない範囲において、できる限り職員の希望に配慮するものとする。

３　職員は、前項の規定に基づいて承認された訓練を受けるが、所属長は、次の各号のいずれか
に該当する場合は、職場復帰訓練を中止又は終了することができるものとする。
（１）職員が、第２条各号に掲げる要件のいずれかに該当しなくなった場合

（２）前号に掲げる場合のほか、所属長が職場復帰訓練を継続することが適当でないと判断した場合
（３）職場復帰訓練の実施期間が満了した場合
（４）職場復帰訓練の実施期間満了前に、職員と所属長で協議し、繰り上げて終了することとなった場合

４　職員は、職場復帰訓練が終了した場合は、職場復帰訓練実施アンケート（様式第２号）を作成し、各局（区）等主管課長に報告するものとする。
　（給与等）

第６条　実施期間中における職員の給与及び補償の取扱いは、次に掲げるとおりとする。
（１）任命権者は、育児休業中の職員が職場復帰訓練に参加する場合、当該育児休業中の職員に対し、通勤手当その他いかなる給与も支給しない。
（２）職員は、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）による補償を受けることができない。
（プライバシーへの配慮）

第７条　職場復帰訓練に関係する者は、職員のプライバシーの保護に十分配慮しなければならない。

　（補則）

第８条　この要領の施行に関し必要な事項は、総務部長が別に定める。
　　　附　則

　この要領は、平成２２年１２月１日から施行する。
　　　附　則
　この要領は令和２年４月１日から施行する。ただし、この要領による改正後の育児休業職員の職場復帰訓練実施要領第５条第４項の規定は、令和２年２月２８日から適用する。
・対象職員は常勤職員のみで非常勤は対象外か。





・慣らし出勤の期間はどうするのか。


○本人の意向を踏まえた期間にする必要がある。


・座学研修の期間については１日と規定するか。





手続き方法はリハビリに準じて良いか。





・審査する必要はあるのか。


・円滑な職場復帰を目的とするのであれば、基本的にすべて承認するのではないか。


・不承認は第４条各号に該当する場合あり得る。





・２号の状況はあり得るのか。原則研修を認める方向であれば、継続が適当でないと判断されることはないのではないか。





公務災害の適用がないため、任意保険に加入する必要あり。








